
工事加速化支援隊による市町村支援

ねらい・活動内容
○ 復興庁の市町村担当参事官等・復興局で構成する工事加速化支援隊が、国交省と連携し、直接県・

市町村に出向いて遅延状況やその理由、今後の見通し等について聞き取り、市町村への支援を行う。
① ５弾に及ぶ加速化措置を周知する。
② 市町村独自の有効な取組の横展開を図る。
③ 個別の現場ごとに対応・解決を図る。
④ 必要に応じて隘路となっている制度の改善・改正の検討を行う。
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① 工事に関する個別具体情報のヒアリング② 以下を検討
・情報分析
・課題の整理
・方策の考案
・方策の実効性

・国土交通省関係部局

工事加速化支援隊
・復興庁 （本庁・復興局）

連携

背景・必要性
○ 被災地における復旧・復興事業が本格化し、復興のステージが「計画策定」「用地取得」から「工事

実施」の段階に移行
○ 「工事実施段階」では個別具体の課題が現場で発生
○ 災害公営住宅や高台移転の事業主体である県・市町村が掲げる目標どおりの完成に向け、直接市町村

へ出向き、個別地区ごとの課題に対し、きめ細かく支援を行う新たな取組が必要

工事加速化支援隊の創設⇒

被災者に安心できる住まいを一日でも早く一戸でも多く確保するため、県・市町村の
「工事実施段階」の課題解決に向け、平成26年８月に「工事加速化支援隊」を創設。

④必要に応じて隘路となる
制度の改善・改正を検討

① 加速化措置の周知

③ 市町村独自の取組の横展開

③ 個別の現場ごとに対応・解決策を提示

随時情報交換


